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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 7,224 △9.2 441 △48.5 433 △49.3 13 △97.3

2025年３月期第３四半期 7,953 0.2 856 △13.4 855 △23.1 523 △32.7

（注）包括利益 2026年３月期第３四半期 318百万円（△54.0％） 2025年３月期第３四半期 692百万円（△27.8％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第３四半期 2.05 －

2025年３月期第３四半期 77.43 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 11,861 7,662 64.6

2025年３月期 12,014 7,575 63.1

（参考）自己資本 2026年３月期第３四半期 7,662百万円 2025年３月期 7,575百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － － － 175.00 175.00

2026年３月期 － － －

2026年３月期（予想） － －

１．2026年３月期第３四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年12月31日）

（注） 当社は2026年１月１日を効力発生日として、１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

 当社は、2026年１月１日を効力発生日として１株につき５株の割合で株式分割を行っております。2025年３月期

期末については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 2026年３月期期末配当予想につきましては未定とさせていただきます。開示が可能になった時点で速やかに開示す
る予定としております。



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,420 △10.3 480 △53.9 430 △58.2 50 △92.9 7.39

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期３Ｑ 6,825,860株 2025年３月期 7,906,250株

②  期末自己株式数 2026年３月期３Ｑ 65,135株 2025年３月期 1,147,890株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期３Ｑ 6,759,610株 2025年３月期３Ｑ 6,755,570株

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

 当社は、2026年１月１日を効力発生日として１株につき５株の割合で株式分割を行っております。2026年３月期

の連結業績予想における１株当たり当期純利益については、当該株式分割の影響を考慮しております。

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注） 当社は、2026年１月１日を効力発生日として、１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前
連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及
び「期中平均株式数」を算定しております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、P.２「連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結会計期間における世界経済は、地政学リスクが引き続き存在するものの、全体としては低成長

ながらも安定的に推移いたしました。米国および欧州ではインフレの沈静化を背景に金融引き締め局面が概ね終了

し、政策運営は緩和方向を意識した段階へ移行する中、景気は減速しつつも底堅さを維持しております。一方、中

国経済は不動産市場の調整が長期化する中で内需刺激策の効果により成長率は緩やかな回復基調にあるものの、地

政学リスクや資源価格の変動が引き続き不確実性要因となっております。米国の通商政策については、各国が過度

な保護主義的行動に陥ることは回避され、市場への影響は限定的にとどまり、人工知能分野への成長期待を背景に

米国を中心として株式市場は堅調に推移いたしました。

　日本経済は、原材料価格の高止まりや慢性的な人手不足の影響により公共投資および一部の設備投資に弱さが見

られたものの、雇用環境の改善や賃上げの進展を背景とした個人消費の持ち直しにより、内需を中心とした緩やか

な回復基調が継続いたしました。また、企業収益の改善期待や海外株式市場の堅調な動きを受けて株価も総じて安

定的に推移し、日本経済は回復基調を維持しているものと考えられます。

　当社グループの属する電子部品業界におきましては、半導体関連分野を中心に一部製品で需要回復の動きが見ら

れるものの、物価上昇によるコスト負担の増加や中国経済の減速の影響が引き続き残っており、市場環境は完全な

回復には至っていない状況が続いております。

　このような情勢下、当社は2026年1月開催の「AUTOMOTIVE WORLD 2026」に向けて出展準備を行う他に、ターゲッ

トシミュレータやADAS向けフィルムヒータなどの新規開発製品の研究開発活動を継続し、新たな顧客を獲得する行

動を行ってまいりました。

　販売面においては、国内自動車メーカや農業機械・建設機械メーカは堅調に推移しておりますが、

国内無線機メーカや中国電源メーカでの需要が低迷していることで減少となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は7,224百万円（前年同四半期比9.2％減）となりました。

　利益面では生産性の向上に努めましたが、原材料費の高騰の影響、また、研究開発への注力を行った結果、営業

利益は441百万円（前年同四半期比48.5％減）、為替が前年度末に比べ円高基調に推移したことにより、為替差損

16百万円などを計上し、経常利益は433百万円（前年同四半期比49.3％減）となり、親会社株主に帰属する四半期

純利益は13百万円（前年同四半期比97.3％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　流動資産

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて614百万円減少し7,223百万円となりました。主な要因は、未収法人税等

が99百万円増加し108百万円となったものの、現金及び預金が720百万円減少し2,624百万円、売上債権が105百万円

減少し2,399百万円となったことによるものであります。

　固定資産

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて461百万円増加し4,637百万円となりました。主な要因は、有形固定資産

が250百万円増加し3,649百万円、投資有価証券が186百万円増加し890百万円となったことによるものであります。

　流動負債

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて234百万円減少し2,325百万円となりました。主な要因は、仕入債務が55

百万円減少し1,086百万円、短期有利子負債が54百万円減少し473百万円、未払法人税等が43百万円減少し46百万円

となったことによるものであります。

　固定負債

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて5百万円減少し1,873百万円となりました。主な要因は、繰延税金負債が

67百万円増加し225百万円となったものの、長期有利子負債が33百万円減少し944百万円、退職給付に係る負債が26

百万円減少し362百万円となったことによるものであります。

　純資産

 純資産は、前連結会計年度末に比べて86百万円増加し7,662百万円となりました。主な要因は、その他有価証券評

価差額金が123百万円増加し516百万円、為替換算調整勘定が179百万円増加し600百万円、自己株式の消却等により

自己株式が374百万円減少し△23百万円となりましたが、配当金の支払及び自己株式の消却等で利益剰余金が583百

万円減少し4,499百万円となったことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2026年３月期の業績予想につきましては、2025年11月10日に公表しました予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,344,533 2,624,423

受取手形、売掛金及び契約資産 1,960,432 1,841,068

電子記録債権 544,981 ※１ 558,882

商品及び製品 522,717 479,336

仕掛品 348,888 404,301

原材料及び貯蔵品 927,895 987,096

その他 194,238 334,490

貸倒引当金 △5,273 △5,745

流動資産合計 7,838,414 7,223,854

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 924,197 895,887

機械装置及び運搬具（純額） 516,888 462,662

土地 1,715,871 1,715,871

その他（純額） 241,898 574,808

有形固定資産合計 3,398,856 3,649,229

無形固定資産

リース資産 4,023 －

その他 20,342 50,897

無形固定資産合計 24,366 50,897

投資その他の資産

その他 752,949 937,792

投資その他の資産合計 752,949 937,792

固定資産合計 4,176,171 4,637,919

資産合計 12,014,585 11,861,774

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 623,835 719,713

電子記録債務 518,026 ※１ 366,697

１年内返済予定の長期借入金 436,289 393,985

未払法人税等 90,397 46,710

賞与引当金 198,452 142,819

役員賞与引当金 30,000 －

その他 662,717 655,699

流動負債合計 2,559,718 2,325,625

固定負債

長期借入金 931,155 670,815

退職給付に係る負債 389,027 362,186

再評価に係る繰延税金負債 330,218 330,218

その他 228,941 510,638

固定負債合計 1,879,343 1,873,859

負債合計 4,439,061 4,199,484

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 1,277,000 1,277,000

資本剰余金 9,357 －

利益剰余金 5,082,853 4,499,509

自己株式 △397,991 △23,385

株主資本合計 5,971,219 5,753,123

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 392,714 516,466

土地再評価差額金 719,094 719,094

為替換算調整勘定 420,654 600,259

退職給付に係る調整累計額 71,840 73,344

その他の包括利益累計額合計 1,604,304 1,909,165

純資産合計 7,575,524 7,662,289

負債純資産合計 12,014,585 11,861,774
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年12月31日）

売上高 7,953,462 7,224,555

売上原価 5,743,126 5,428,128

売上総利益 2,210,336 1,796,427

販売費及び一般管理費 1,354,088 1,355,401

営業利益 856,248 441,025

営業外収益

受取利息 5,119 8,205

受取配当金 14,612 22,304

その他 15,972 14,032

営業外収益合計 35,704 44,542

営業外費用

支払利息 19,869 17,016

為替差損 11,189 16,700

材料変更補償金 － 13,000

その他 5,590 5,393

営業外費用合計 36,649 52,110

経常利益 855,302 433,458

特別利益

固定資産売却益 255 －

特別利益合計 255 －

特別損失

固定資産除売却損 1,235 1,097

公開買付関連費用等 － 306,772

特別損失合計 1,235 307,870

税金等調整前四半期純利益 854,322 125,587

法人税、住民税及び事業税 254,541 118,594

法人税等調整額 76,664 △6,897

法人税等合計 331,205 111,696

四半期純利益 523,116 13,890

親会社株主に帰属する四半期純利益 523,116 13,890

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年12月31日）

四半期純利益 523,116 13,890

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 76,015 123,752

為替換算調整勘定 91,652 179,604

退職給付に係る調整額 2,038 1,503

その他の包括利益合計 169,705 304,860

四半期包括利益 692,822 318,751

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 692,822 318,751

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

電子記録債権 －千円 39,953千円

電子記録債務 －千円 9,814千円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

当座貸越極度額の総額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 200,000千円 200,000千円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

リボルビング・クレジット・

ファシリティ契約の総額
2,500,000千円

－千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 2,500,000千円 －千円

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等

　　　当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

　　　当第３四半期連結会計期間末日残高から除かれている四半期連結会計期間末日満期手形等は、次のとおり

であります。

　２　当座貸越契約

　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うために、１金融機関と当座貸越契約等を締結し

ております。

　これらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

　３　リボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケーション方式コミットメントライン契約）

　当社においては、財務基盤安定性（有利子負債の削減と手元流動性の確保）の向上のため、機動的かつ安

定的な資金調達手段を確保し、有利子負債の適切なコントロールを行うことを目的として、株式会社三菱

UFJ銀行をアレンジャーとするリボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケーション方式コミ

ットメントライン契約）を締結しておりましたが、2025年11月28日に契約期間の満了に伴い当該契約は終了

となりました。

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年12月31日）

減価償却費 339,829千円 266,651千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 195,761 145.00 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日

定時株主総会
普通株式 236,542 175.00 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１　配当金支払額

（注） 当社は、2025年12月31日を基準日、2026年１月１日を効力発生日として１株につき５株の割合で株式

分割を行っております。基準日が2025年12月31日以前の1株当たり配当額については、当該株式分割前

の実際の配当金の額を記載しております。

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３　株主資本の著しい変動

　　　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年12月31日）

１　配当金支払額

（注） 当社は、2025年12月31日を基準日、2026年１月１日を効力発生日として１株につき５株の割合で株式

分割を行っております。基準日が2025年12月31日以前の1株当たり配当額については、当該株式分割前

の実際の配当金の額を記載しております。

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額可変抵抗器
車載用

電装部品
計

売上高

一時点で移転される財 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

外部顧客への売上高 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

セグメント利益 927,894 672,056 1,599,950 52,890 1,652,841 △796,593 856,248

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生産設備・金型、各種スイッチ

等の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用796,593千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額可変抵抗器
車載用

電装部品
計

売上高

一時点で移転される財 2,802,809 4,351,677 7,154,486 70,069 7,224,555 － 7,224,555

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
2,802,809 4,351,677 7,154,486 70,069 7,224,555 － 7,224,555

外部顧客への売上高 2,802,809 4,351,677 7,154,486 70,069 7,224,555 － 7,224,555

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,802,809 4,351,677 7,154,486 70,069 7,224,555 － 7,224,555

セグメント利益 835,283 354,046 1,189,330 34,358 1,223,689 △782,663 441,025

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生産設備・金型、各種スイッチ

等の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用782,663千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等の注記）」に記載のとおりであり

ます。

項目
前第3四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年12月31日）

１株当たり四半期純利益 77.43円 2.05円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 523,116 13,890

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
523,116 13,890

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,755 6,759

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　当社は2026年１月１日を効力発生日として、１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純利益」、「普通株式の期中

平均株式数」を算定しております。なお潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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株式分割前の発行済株式総数 1,365,172株

今回の分割により増加する株式数 5,460,688株

株式分割後の発行済株式総数 6,825,860株

株式分割後の発行可能株式総数 21,000,000株

基準日公告日（予定） 2025年12月15日（月）

基準日 2025年12月31日（水）

効力発生日 2026年１月１日（木）

現行定款 変更案

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は420万株とす

る。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は2,100万株とす

る。

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2025年11月27日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うことにつ

いて決議し、2026年１月１日に株式分割及び定款の一部変更にかかる効力が発生いたしました。

１．株式分割

（１）分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整備することで、投資

家層の拡大を図ることを目的としております。

（２）株式分割の概要

①　株式分割の方法

2025年12月31日（水）（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2025年12月30日（火））

を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、1株につき5株

の割合をもって分割いたします。

②　分割により増加する株式数

③　分割の日程

④　その他

今回の株式分割に際し、資本金の額の変更はありません。

２．定款の一部変更

（１）定款変更の理由

前項の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年１月１日（木）を効力発生日とし

て、当社定款の一部を変更いたします。

（２）定款変更の内容

変更の内容は以下のとおりです。

（下線は変更部分）

（３）定款変更の日程

取締役会決議日　2025年11月27日（木）

効力発生日　2026年１月１日（木）
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

    2026年２月10日

東京コスモス電機株式会社

取締役会　御中

かがやき監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 肥田　晴司

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牛丸　智詞

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている東京コスモス電機株式会社の2025年４月１日から2026

年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月31日まで）及び第３四半期連

結累計期間（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠し

て、東京コスモス電機株式会社及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連

結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合

には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準

拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠していないと信じさせる事項が認

められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結

財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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